ブリック　アンド　ウッド　クラブ　定款
第１章  総      則

    第１条（名　　称）

        このクラブはブリック　アンド　ウッド　クラブ（以下「クラブ」という）と称し、英文名では　ＢＲＩＣＫ　ＡＮＤ　ＷＯＯＤ　ＣＬＵＢと称する。

    第２条（目　　的）

      １　クラブはゴルフを通じて健全な会員相互の親交と豊かなクラブライフの享受を図ることを目的とする。

    　２　クラブの会員は、クラブの憲章を尊重し、会員全員が参加して、会員全員が平等であり、かつ、会員全員のためにあるクラブを実現することを目的とする。

    第３条（事　　業）

        クラブは、前条の目的を達するため、次の事業を行う。

        (1)　会員相互の融和・親睦をはかるための事業

        (2)　ゴルフ競技会の開催

        (3)　ゴルフを通して次世代の健全な育成を図る事業

    　　(4)　その他前条の目的を達成するために必要な事業

    第４条（ゴルフ場施設の利用）

      １　クラブは第２条の目的を達するために、株式会社高滝リンクス倶楽部（以下「会社」と いう）をして、その所有するゴルフ場、クラブハウス及びその付帯施設（以下「ゴルフ場施設」という）を会員の利用に供せしめるものとする。

    　２　クラブは、第２条の目的を達するため、会社とクラブとの正常な関係が維持されるように、会社との間で協定書を締結する。
第５条（クラブ事務所）

        クラブの事務所は東京都新宿区に置き、分室を千葉県市原市に置く。

第２章  会      員

    第６条（会員並びに特別会員の資格および会員の区分と種類）

      １　会員の資格は理事会で定めることができる。

      ２　クラブの会員の区分は以下のとおり株主会員と終身会員の二区分として、更にそれぞれに４種類を置き合計8種類とする。

      （１）株主会員

（一)　個人株主会員 

（二)　個人株主会員（家族会員付）

      　　（三)　法人株主会員 
　　　　　（四)　法人株主会員（副会員付）

　　　（２）終身会員

（一） 個人終身会員
（二） 個人終身会員（家族会員付）
（三） 法人終身会員

（四） 法人終身会員（副会員付）
３　単に「普通会員」と言う時は本条2（1）と（２）の個人株主会員・法人株主会員・個人終身会員並びに法人終身会員の4種類の会員を指すものとし、「家族・副会員付の会員」と言う時は、本条２（１）と（２）の個人株主会員（家族会員付）・法人株主会員（副会員付）・個人終身会員（家族会員付）並びに法人終身会員（副会員付）の4種類の会員を指すものとし、「個人会員」と言うときは本条２（１）と（２）の個人株主会員・個人株主会員（家族会員付）・個人終身会員・個人終身会員（家族会員付）の4種類の会員を差すものとし、「法人会員」と言う時は本条２（１）と（２）の法人株主会員・法人株主会員（副会員付）・法人終身会員並びに法人終身会員（副会員付）の4種類の会員を指すものとする。
４　個人終身会員の有効期限は会員死亡までとし、個人終身会員（家族会員付）の場合は、会員又は家族会員の
いずか一方の死亡により残りの会員は自動的に個人終身会員となる。

５　法人終身会員の有効期限は、第13条により指定した指定会員の死亡までとし、法人終身会員（副会員付）の
場合は、指定会員・副会員のいずか一方の死亡により自動的に法人終身会員となり、この内指定会員死亡の場
合は副指定会員が指定会員となる。

６　本条第２項の規定にかかわらず、クラブは若干名の特別会員を置くことができる｡特別会員は準会員とする。
特別会員になることが出来る者の資格、その他の取扱いに就いては、規則をもってこれを定める｡

第７条（会員の数）

    　１　会員の総数は１，６００名を越えないものとする。

２　家族・副会員付の会員の合計は４８０名以内、法人会員の合計は３２０名以内とする。

  　第８条（入会手続）

    　１　クラブに入会を希望する者は、規則の定める様式により、会員1名の推薦書を付して理事長に申請する。

    　２　新入会員の入会承認手続については、規則をもって定める。

３　株主会員としてクラブに入会を希望する者が、入会についての理事会の承認を得、第10条２項に定める資格
株を取得のうえ、会員保証金及び規則をもって定める変更登録料が必要な場合は変更登録料を支払った時に会
員となる。

　　終身会員としてクラブに入会を希望する者が入会についての理事会の承認を得、入会金を納入のうえ、会員保証金を支払った時に会員となる。
    　４　クラブは会員に対し、会員の種類を表示した会員証書を発行して交付する。

  　第９条（会員保証金）

    　１　会員保証金は会員がクラブを退会するときに返還する。会員がクラブ並びに会社に対して債務を負担しているときはこれを控除した残額を返還する。

    　２　会員保証金には利息をつけない。

    　３　会員は、会員保証金の返還請求権を他に譲渡又は質入れすることはできない。
  　第10条（会社株式の取得・保有）

      １　株主会員は、会社の取締役会の承認を得て会社株式を取得し、会員である間これを保有しなければならない。

    　２　前項により株主会員が取得・保有すべき会社株式（以下「資格株」という）は、個人株主会員及び法人株主会員は普通株式各１株、個人株主会員（家族会員付）及び法人株主会員（副会員付）は優先株式各１株とする。

    第11条（指名会員）

      １　個人株主会員及び個人株主会員（家族会員付）が、その配偶者、二親等内の血族または姻族１名を自己の代
わりに会員として指名することを理事長に申請し、理事会がこれを承認した場合は、クラブはその指名された
者を特別に会員（以下「指名会員」という）として取り扱うことができる。当該申請を行った会員（以下「指
名者」という）は、理事会の承認を得て指名を解除しない限り会員としての資格を有しないものとみなされる。

      ２　個人株主会員及び個人株主会員（家族会員付）は、理事会の承認を得て指名会員を変更することができる。

    第12条（家族会員の指名等）

      １　個人株式会員（家族会員付）並びに個人終身会員（家族会員付）は、その個人会員の配偶者、二親等内の血族または姻族１名を理事会の承認を得て、家族会員として指名することができる。家族会員は準会員とする。

      ２　個人株主会員（家族会員付）の家族会員は当該個人株主会員が会員としての資格を失ったときは、自動的にその資格を失う。

      ３　個人株主会員（家族会員付）は理事会の承認を得て第１項により指名した家族会員を変更することができる。

４　個人終身会員（家族会員付）の家族会員は当該個人終身会員が会員としての資格を失ったときは、自動的にその資格を失う。但し死亡による資格喪失の場合は、第６条４項の規定によるものとする。
第12条の２（親族会員）
個人会員は、親族会員規則の定めるところにより、自らの親族を親族会員とすることが出来る。親族会員は準会
員とする。

    第13条（法人会員・指定会員・副会員）

１　法人会員になることのできる法人の範囲については、規則をもって定める。

      ２　法人会員は、理事会の承認を得て指定会員１名を登録しなければならない。

      ３　法人株主会員（副会員付）及び法人終身会員（副会員付）は、理事会の承認を得て副会員１名を登録することができる。副会員は準会員とする。
    　４　法人株主会員及び法人株主会員（副会員付）は、理事会の承認を得て指定会員及び副会員を変更することができる。
    第14条（変更登録料）
会員が、第１１条２項、第１２条３項および第１３条４項により変更を行おうとする場合は、規則をもって
定める変更登録料を納めなければならない。

    第15条（ゴルフ場施設利用権）

      １　会員は休業日等の場合を除くほか随時ゴルフ場施設を利用することができる。

    　２　家族会員並びに副会員は、下記の日においてゴルフ場施設を利用することができる。

      　　(1)　平日

      　　(2)　理事会が家族会員デーとして定める日

    第16条（同伴・紹介）

      １　会員及び準会員は、規則の定めるところにより会員以外の者を同伴または紹介することができる。

    　２　会員及び準会員は、同伴または紹介した者のクラブ内での行為に関する責任を負わなければならない。

    第17条（会員の義務）

      １　会員は規則の定めるところにより年会費、プレー費その他の各種料金、諸費用を負担しなければならない。

    　２　既納の前項の費用は返還しない。

    第18条（ミニマムユース）       　

会員はクラブ運営の円滑化に資するため、理事会が会員のクラブ利用の最低金額（ミニマムユース）および
これに伴う会員の義務内容を定めた場合は、それに従わなければならない。

    第19条（会員の義務不履行）

      １　会員が、第17条の年会費その他の料金、諸費用等の支払を怠り、または第18条のクラブ利用金額がミニマ
ムユースの金額に達せず、理事会や会社が請求を行っても、なお３ヶ月以上支払いまたは利用不足額の補填を
行わない場合は、クラブは納入すべき先がクラブか会社かを問わず、第８条３項の会員保証金をその支払、補
填に充てることができる。

    　２　前項の場合、会員はクラブに対して直ちに会員保証金の不足額を補填しなければならない。
　　第19条の２（休会）

　　　１　会員は理事会の定める規則により休会扱いとなった場合は、同規則の定めにより、第17条に定める年会費支払義務の全部又は一部を免除され、又18条に定めるミニマムユースの義務を免れることができる。
　　　２　休会中の会員は、会員総会に出席する権利と議決に加わる権利、その他会員としての権利を有しない。

    第20条（会員の地位の譲渡等）

      １　株主会員が、クラブの会員たる地位（以下「会員権」という）を譲渡する場合には、当該会員および譲受人は理事長にこれを申請し、上記譲渡について理事会の承認を得なければならない。

      ２　株主会員は、会員権と資格株を別々に譲渡することはできない。資格株の譲渡については別途会社の譲渡承認を要する。

　　第20条の2（終身会員の地位譲渡の 特例）
　　　　　終身会員の地位は譲渡する事が出来ない。但し、規則の定めるところに従い、相続の場合を含め1回に限り
限定的に譲渡を認める事が出来る。
第21条（会員権の相続）

        　株式会員の死亡により、相続人が会員権を相続しようとするときは、第20条の手続を準用する。
第22条（会員資格の喪失）

        　会員は次の場合にその資格を喪失する。

      　(1)退会

      　(2)除名

      　(3)死亡

      　(4)譲渡その他の理由により会員権または株主会員の場合の資格株を保有しなくなったとき

    第23条（退　　会）

      １　会員がクラブを退会しようとするときは書面をもって理事長に届け出なければならない。

    　２　会員はクラブ及び会社に対する諸支払金を完納しなければ退会することができない。
第24条（懲　　戒）

        　会員が次の各号の─に該当するときは、理事会はその決議をもって当該会員に対して戒告し、一定期間ゴルフ場施設の利用その他会員としての権利を停止し、または除名することができる。
（１）本定款またはクラブが定める諸規則に違反したとき
（２）クラブの名誉を毀損したとき

（３）クラブの融和・秩序を乱し、またはクラブの運営に支障をきたす行為を行ったとき

（４)クラブの会員としてふさわしくない行為を行ったとき

（５）理事会が第１９条２項により不足額の補填の請求を行っても、なお３ヶ月以上支払を怠っているとき 

第３章  役      員

    第25条（役　　員）

      １　本クラブに下記の役員を置く。

        (１)理事長　　1名

        (２)副理事長　若干名
　(３)理事　　　３０名以内

        (４)監事　　　３名以内

 　　 ２　役員はすべて名誉職とし、報酬を受けない、ただし、職務遂行のために要した実費は受領することができる。
第26条（役員の選任）

      １　役員は会員（法人会員にあっては指定会員とする。家族会員並びに副会員を除く。以下同じ）のうちから選任する。

　　　２　理事並びに監事は別途定める規則により設置された選考会議により候補者を選定および推薦し、総会の議決により選任する。

　　　３　本条1の規定に拘わらず、家族会員ならびに副会員については、選考会議が特に推薦し理事会の承認を得た場合は、総会の議決により理事となることが出来る。但しこの場合も、個人会員とその家族会員が、並びに法人会員の指定会員とその副会員が、同時に役員となることは出来ない。

    第27条（理事長等の互選）

        　理事は、互選により、理事長１名、および副理事長若干名を選任する。
第28条（役員の任期）

      １　役員の任期は原則として就任後２年以内の会計年度に関する定時総会の終結の時までとする。ただし、特段の事情があると理事長が認めた時は再任を妨げない。

    　２　任期中に役員が退任（死亡による場合を含む）した場合、または解任された場合は原則としてこれを補充しない。

３　役員は任期満了後も後任者が就任するまで職務を行わなければならない。　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第29条（欠　　員）

          役員の欠員が生じたときは、事務に支障のない限り改選期までこれを補充しない。

　　第30条（役員の職務内容）

 　　　１　理事長は、クラブを代表し会務を総理する。
     　２　副理事長は、理事長を補佐し、理事長に事故があるときまたは理事長が欠けたときは、その職務を代行する。
　　　 ３　理事会は副理事長の内1名を理事長代行に指名し、理事長に代わり、クラブを代表し会務を総理させることが出来る。

４　理事は、理事会を組織し、クラブを運営する。

       ５　監事は、クラブの業務および会計を監査する。

    第31条（役員の解任）

      　　役員がその任務を怠りまたその任務にたえなくなったときは、総会の議決により解任することができる。     　
第４章  総会及び理事会

    第32条（会員総会の招集、議長）

        　会員総会は理事長が招集し、議長となる。
第33条（会員総会の招集請求）

      １　定時総会は毎会計年度末日より３ヶ月以内に開催する。

      ２　臨時総会は、理事会において必要あると認めたとき、または、第35条に規定する決議権を有する会員（以下この章において「会員」と言う場合は第35条に規定する決議権を有する会員を指す）の５分の１以上から会議の目的事項を示して請求があった場合に開催する。

    　３　前項の請求があったにかかわらず理事長が30日以内に臨時総会を招集しない場合は、招集請求をした会員の代表者は自ら会員総会を招集することができる。

第34条（招集手続き）

        　総会の招集は少なくとも７日以前に会議の目的事項、日時、場所等を会員に通知して行わなければならない。ただし、外国に在る会員については招集通知を発しないことができる。
第35条（議決権）

        　会員は19条の2並びに24条により会員としての権利が停止されている者を除きそれぞれ一人につき１箇の
議決権を有し、準会員は議決権を有しない。

法人会員は、その指定会員が決議権を行使するものとする。但しその副会員が変わって行使することを妨げな
い。

    第36条（総会の定足数）

      １　総会の議事は別段の定めがある場合を除き、議決権を有する会員の３分の１以上が出席しなければ、議事を開き議決することができない。

      ２　会員は、委任状により、他の会員または準会員、第11条の１項による指名者を代理人としてその議決権を行使することができる。

      ３　委任状による出席は、第１項の定足数に算入する。

    第37条（総会の議事）

      １　総会の議事は委任状を含めた出席会員の過半数を以って決する。

      ２　可否同数の場合は議長の決するところによる。

    第38条（総会の議決事項）

        　総会は、理事の選出、事業及び会計決算の報告並びに事業方針その他重要な事項を審議する。
第39条（総会の議事録）

        　総会の議事録は議長及び議長の指名した出席理事若干名が署名して保存しなければならない。
第40条（理事会）

      １　理事会は、理事長または副理事長が招集し、議長となる。但し、出席した理事長または副理事長が一致して
特に指名した場合は、指名された理事が議長となる。
      ２　理事会は原則として毎月１回開催する。

      　３　臨時理事会は、理事長が必要と認めたとき、または、理事の５分の２以上から会議の目的事項を示して請求
があった場合に理事長が招集する。この場合は第33条３項の規定を準用する。
    第41条（理事会の定足数、議決）
      １　理事会は理事の過半数の出席がなければ議事を開き議決することができない。

　　　　但し、欠席する理事が出席する理事へ議決権行使を委任した場合は出席と看做す。
また、欠席する理事が委員会の委員長である場合は、議事への参加と議決権の行使のために、委員会の副委員長を代理人として出席させることが出来る。
      ２　理事会の議事は別に定める場合の他は出席理事の過半数の同意によって決する。可否同数の場合は議長の決するところによる。
    第42条（理事会の議決事項）

        　クラブの運営方針、諸規則、プレー費、会員保証金、変更登録料などの諸料金、諸費用並びに資格株等については理事会が決定するものとする。

第43条（理事会の議事録）

        　理事会の議事録は議長及び議長の指名した出席理事若干名が署名して保存しなければならない。

第44条（委員会）

      　　理事会は、クラブ運営の円滑化、活性化を図るために、規則の定めるところにより、各種委員会を設けることができる。

    第44条の２（経営特別委員会）
　　　１　当クラブは、会社の経営上の問題を協議するために、会社と合同で経営特別委員会を置く。
　　　２　経営特別委員会には、クラブ側から理事長及び副理事長を主体に理事会が選任した経営特別委員が理事会を代表して参加するものとする。
　３　経営特別委員会での合意事項については、合意後直ちに実行に移すことが出来るものとする。
第45条（顧　　問）

      １　クラブには顧問を置くことができる。

      ２　顧問は、理事会の同意を得て、理事長が委嘱する。

      ３　顧問は、理事長の諮問に応じ、クラブの運営等について意見を述べることができる。
第５章  会      計

    第46条（会計年度）
    　　　クラブの会計年度は毎年９月１日から翌年８月31日までとする。

    第47条（経費の負担）

        　クラブの運営のために要する経費は全て会社が負担するものとする。

    第48条（会計業務）

        　クラブの会計業務は会社が一切これを行い監事の承認を得るものとする。

第６章  事務局、定款の変更、解散等

    第49条（事務の委託）

        　クラブは、その事務の処理を会社に委託することができる。

    第50条（定款の変更）

        　本定款の変更は第35条による議決権を有する会員の過半数が出席した総会においてその３分の２以上の同意を得なければならない。

第51条（解　　散）

        　クラブの解散は第35条による議決権を有する会員の過半数が出席した総会においてその４分の３以上の同意を得なければならない。

    第52条（規　　則）

        　理事会は、本定款を施行するために、本定款の趣旨に反しない範囲内で規則を制定し、改正することができる。

平成 ８年 ３月 ３日制定      平成 ９年10月29日改正　　  平成 ９年12月18日改正

    　　 　　　　 平成11年 ９月24日改正      平成12年11月15日改正      平成14年11月29日改正

　　　　　　　　　平成17年11月27日改正      平成18年 ７月27日改正　　　平成18年11月25日改正
　　　　　　　　　 平成23年11月27日改正　　　平成26年11月24日改正　　　令和　2年11月22日改正
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